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――本日は貴重なお時間

を拝借し、①顧客の動向②

住宅政策の動きと影響③住

宅事業本部の対応等々につ

き伺いたく存じますが、ま

ず初めに景気後退の影響、

環境に対する顧客意識、木

造住宅への関心などについ

てお聞かせ下さい。

・景気後退の影響

サブプライムローン問題に端を発する金融

不安、燃料費高騰の影響による全国消費者物

価指数の上昇、国内有力企業の業績下方修正

平成20年１～９月累計の新設住宅着工戸数は前年同期比２.８％増の83万4,888戸、年度

上半期（４～９月）では同8.9％増の58万964戸といずれもプラスとなりました。しかし、こ

れはマンションを中心に改正建築基準法の影響を受けた昨年の反動増によるもので、実態

とはかけ離れております。こうした環境を背に“今が大きな投資チャンス”と捉え、積極

的な事業を展開する木造注文住宅のトップランナー・住友林業㈱住宅事業本部の展望と顧

客動向等につき、同社執行役員和田賢住宅事業本部副本部長及び中村雅彦同本部営業企画

部副部長にインタビュー致しました。〔木材建材事業本部営業管理部（建材マンスリー編

集室）荻本博樹・記〕

の発表等により消費者のマインドが低下しま

した。

このことから当社の得意とする建て替え層

の動きが鈍く、都市部を除く一部エリアでは

減少しましたが、新築需要を取り込むべく商

品施策を取った結果、新築棟数は増加し、ま

た建て替えでは大都市圏では増加したものの

地方圏では減少となり、全体棟数が減少した

と思われます。

しかし、ピンチをチャンスと捉えて、積極

的な事業展開と受注強化を図りたいと思って

おります。

“チャンス”を顧客に還元
市場浸透の「涼温房」

和田副本部長
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・環境意識

7月に開催された北海道洞爺湖サミットに

象徴されるように、世界的に環境への関心、

地球温暖化防止への意識が高まっていると思

われます。

木造住宅は製造や建設に伴う環境負荷が小

さく、さらに当社は国産材の積極的な活用を

推進しており、国内山林の活性化と地球環境

の保全につなげています。

国産材は輸送に関るＣＯ2 排出量が抑えら

れるため、当社住宅の主要構造材における国

産材比率を今年度中に70％まで高め、セール

スポイントとして訴求して行きます。（囲み

記事参照）

また、当社が提唱する冷暖房機器に頼りき

らない「涼温房」の設計思想も徐々に市場に浸

透しており、環境共生住宅である「MyForest」

の大きなセールスポイントとなっています。

この夏に実施した「太陽光キャンペーン」

では、太陽光発電システムを搭載した「My

Forest-Solabo」が昨年度比130％増の受注を

頂いています。

・木造住宅への関心

先日当社が行った調査（木造住宅に関する

イメージアンケート）によると、「日本の風

土に合っていて、住みやすい」「温かみ、温

住友林業は、国土交通省が推進する「住

宅・建築物省ＣＯ２推進モデル事業」の新

築部門における提案がそのモデル事業とし

て11月11日付けで採択されました。

国内のＣＯ２を吸収した国産材を用いた

木造住宅に“涼温房”設計や太陽光発電、太

陽熱給湯の導入による大幅なＣＯ２排出量

削減を実現する実効性の高い技術に加え、

専用Ｗebサイトでの住まい手同士の省ＣＯ

２の情報共有、それに対する当社からのア

ドバイスなど、省ＣＯ２実現に向けた積極

関与の姿勢が評価されました。

同モデル事業は、住宅・建築物における

省ＣＯ２対策を強力に推進し、住宅・建築

物の市場価値を高めるとともに、居住・生

産環境の向上を図る事を目的としておりま

す。当社の提案概要及び採択ポイントは下

記の通りです。

国土交通省推進「住宅・建築物省CO2推進モデル事業」に採択

■「住宅・建築物省CO2推進モデル事業」採択提案概要・採択ポイント

新築部門　戸建住宅
【住友林業】
提案概要 国産材利用木造住宅による太陽エネルギーのパッシブ＋アクティブ利用住宅

～住人同士の省ＣＯ２住まい方アイデア共有～
採択ポイント 以下のポイントが評価され、採択に至りました。

・国産材を用いた木造住宅
主要構造材の70％以上に国産材を利用する事による、輸送に関るＣＯ２排出量の削減、
国内山林事業の活性化から山林整備が図られ、森林によるＣＯ２吸収に寄与。
・パッシブ設計の“涼温房”
次世代省エネルギー基準を上回る断熱・気密性能に加え、太陽・風・緑といった自然の
恵みを活かした冷暖房設備に頼りきらない省エネルギーの住まいを実現する設計提案。
・Ｗソーラーシステム
太陽熱利用給湯による優先的な太陽熱の利用、及び太陽光発電によりエネルギー自給
率を高め、太陽エネルギーを最大限に利用。
・「省ＣＯ２」の顧客専用サイト
専用の顧客ＷＥＢサイトにより住まい手の「省ＣＯ２」の工夫を紹介。住まい手同士
のコミュニケーションを図り、必要に応じて当社からのアドバイスを行う。
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もりを感じる」「落ち着く・癒される」など、

木造住宅に対しては良好なイメージを約6割

の人が持っている事がわかりました。

また、木材は持続可能な再生資源として地

球温暖化防止に役立つとの認識は、36.6％と

いう結果で３人に１人はサステナブルである

ことが重要と考えておられます。

このような結果から、お客様の木造住宅に

対する関心は高く、木の住まいは環境に優し

いと認識されている事が分かります。しかし

ながら当社はこれを未だ十分生かしきれてお

らず、いかにして生かすかが課題と考えてい

ます。

・中心世代、団塊世代の動きなど

当社は中高級住宅メーカーとして位置付け

られるように、顧客の平均年齢は44.3歳と比

較的高くなりますが、ボリュームゾーンとし

ては30代（41％）の比率が高く、昨年に比べ

わずかながらも上昇しています。

これは新築需要を獲得するために投入した

「MyForest-SelectOne」により、狙い通りに

若い世代からの受注を頂いた結果と分析で

き、その一方では昨年２月に発売した「My

Forest-GRAND LIFE」が堅調で団塊世代の

需要にマッチしていると思われます。

――改正建築基準法、瑕

疵担保履行法、そして200

年住宅や住宅減税など一連

の住宅政策の動向とその影

響についてはいかがでしょ

うか。

・改正建築基準法

改正建築基準法が施行さ

れた昨年は、建築確認申請に混乱があり、若

干の着工の遅れが見受けられましたが、その

後は徐々に落ち着いて来ています。

現在では確認申請が大幅に遅れるような事

態は無く、お客様のご希望工期に応える事が

できるようになっています。

・瑕疵担保履行法

瑕疵担保履行法が来年10月以降の引き渡し

物件から適用になりますが、資力確保につい

ては当社は法務局への供託により対応しま

す。来年10月以降に引き渡しになるお客様に

は、契約締結までに説明を行い、文書の添付

を実施します。

これに先立つ９月以前に引き渡しになるお

客様にも、法律施行前のため説明義務はあり

ませんが、説明の実施や契約書への文書添付

を実施します。

・200年住宅

「200年住宅」とは、住まいの骨組みを定

期的にメンテナンスすることによって200年

もつようにしっかりつくり、設備や内装は20

年を目途に更新することで、その時代のライ

フスタイルにあわせた最新の暮らし方が出来

るようにする住宅の事です。

「地球にやさしい暮らし」「次の子育て世

代の住宅取得の軽減」「高齢化社会における

豊かな暮らし」の実現を目的としています

「住友林業の家」でも他社に先駆け「60年

定期点検プログラム」と「長期メンテナンス

プログラム」という2つの安心プログラムを

実施しています。

また建物を長持ちさせる工夫をする事で、

住宅性能表示制度の最高等級3を標準で対応

しています。こうした当社の姿勢は「超長期

住宅先導的モデル事業」においても採択を受

けています。

・住宅減税

すでに報道されていますが、国土交通省の

税制改革や政府が発表している追加経済対策

にも盛り込まれているように、来年以降も住

宅ローン減税や土地税制の延長や拡大が期待

されます。

大手金融機関の経営破たんに象徴されるよ

うに、雇用や金融に対する不安が顕在化して

います。これに加えて諸物価が高騰した事で、

収入が減少しなくても住宅購入に割ける金額

中村副部長

期待したい
住宅減税での需要喚起
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が減少する事になります。

急ぐ必要のない建て替え層のお客様に加

え、土地から購入する一次取得者の買い控え

も増える事が懸念されます。住宅減税で需要

を喚起される事を期待します。

――住友林業住宅事業本部の対応について

は。

・超長期住宅先導的モデル事業

第一回目の募集では603件の応募があり、

採択された提案は40件と狭き門でした。当社

の基本思想は「省エネルギーの観点より“涼

温房”の提案」「長期使用のためのサポート

体制」「長期使用に配慮した仕様の採用」「資

源自給、国内山林の環境保全の促進」として

採択を受けました。具体的な提案は、「My

Forest-大樹（超長期モデル事業）」において、

1．構造―国産材利用の促進

2．外壁―自然素材を利用した

外壁材の採用

3．内装―無垢材の採用

4．設備―高効率給湯器の採用、

交換可能な情報配線の採用

としました。

同時に北海道仕様とＢＦにおいても採択さ

れており、当社の技術力、環境配慮、サービ

ス体制が高く評価されています。採択が発表

されすぐに販売を開始した所、当社の割り当

て棟数は好評のうちに８月中に全棟受注しま

した。平成21年２月には完成し、普及活動を

行う予定です。

・新商品

市場ニーズの多様化が進んでおり、市場の

動きに敏感に反応した商品を提供していきま

すが、発売後３年が経過する主力商品

「MyForest」に関しては、商品力や競争力を

アップするフルモデルチェンジを計画してい

ます。商品名はNew「MyForest」（仮称）と現

状を踏襲する予定ですが、中身は大きく変わ

ります。

基本性能やスペック、仕様グレードは向上

しながら、価格は据え置きますので、商品の

魅力は大幅にアップすることとなります。

なお、この11月からはビッグフレーム構法

を２階建てにも展開し、木質梁勝ちラーメン構

造が可能にする新たな提案を始めています。

具体的には狭小敷地や狭小間口の敷地に要

望の多い２台ビルトインガレージや店舗・医

院併用住宅で求められる大空間や大開口を実

現します。現在、ビッグフレーム構法の住宅

を対象にモニターを募集中で通常よりも割安

なモニター価格でお建て頂けます。

・販売営業戦略

多数の住宅メーカーやビルダー、工務店が

ひしめく現在、全体的な傾向を捉える事は難

しくなって来ています。ある競合他社に対し

MyForest -Se lec tOne

木造注文住宅のトップ
ランナーとしての基盤固めへ
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て、あるエリアでは当社が強く、あるエリア

では当社が弱いという事例も見受けられます。

このため総論的な全国展開の営業戦略を立

てるよりも、エリアや支店単位で具体的にタ

ーゲットを絞った対策が肝要と思われます。

つまり競合他社ごとに具体的な対策を立

て、木造注文住宅のトップランナーとしての

基盤を固めて行きたいと思います。

エリア戦略では、地域ごとの特性を踏まえ

た営業展開を拡充、支店や営業所網のロード

サイド化や展示場とのワンストップ化など収

益面の改善も推進しております。現在、福岡、

岡山、福山の３ヵ所オープンしており、他に

３ヵ所で工事中、２ヵ所が今期中に計画予定

になっています。

また、恒例の住まい博は来春2月に東京、

大阪、名古屋で開催、ミニ住まい博は前期13

カ所だったものを今期は全国24カ所に増やし

いずれも好評を得る事ができました。

・ツーバイフォー統合

ツーバイフォー事業の統合により、当社は

木造構法をフルラインアップする事となりま

した。

木造軸組みのマルチバランス（ＭＢ）構法、

木質梁勝ちラーメン構造のビッグフレーム

（ＢＦ）構法、そしてこのツーバイフォー

（２×４）構法と3構法を擁する木造総合住宅

メーカーとして、競合他社との差別化を図り

ます。

ツーバイフォー構法では住友林業らしい木

質感の訴求に加え、他の2構法とは異なる

「外断熱」「全館空調」という元来の強みを活

かし、３階建や耐火市場でも拡販に繋げてい

きます。

これら３構法（イラスト参照）の棲み分け

については十分な検討が必要ですが、それぞ

れの特長を活かす事での相乗効果が期待され

ます。

これからもお客様志向に沿った商品提案を

行っていきます。

――終わりに読者各位へのメッセージがあ

りましたらお願い致します。

平素から当社の建材販売等にご協力を賜り

まして、誠にありがとうございます。ご自宅

の建て替えや新築、またはご親族やお知り合

いでお住まいの計画をお持ちの方があれば、

是非ご紹介頂きますようお願いします。

木造注文住宅「住友林業の家」で、快適で安

心、安全なお住まいをご提供させて頂きます。

お問い合せ先は、住宅事業本部　営業企画

部の石井副部長　TEL：03―6730―3574

FAX：03―6730―3575です。

――木材建材事業本部でも受け付けますの

で、お気軽にお問い合せ下さい。本日はお忙

しい中ありがとうございました。

MyForest -Proudio BF

お客様志向に沿った商品提案

ツーバイフォー事業統合で
木造構法をフルラインアップ
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2008（平成20年）業界ダイアリー 

相次ぐ建材防耐火偽装

国土交通省が大臣認定を出している防耐火

構造・建材メーカー1,422社・1万2,771件の認

定のうち40社・77件が認定申請仕様と異なる

試験体で性能評価試験を受けるなどしていた

ことが判明。

昨年の合板供給量22年ぶり710万m3割れ

平成19年の合板総供給量は前年比13.5％減

の708万6,000m3で、昭和60年の697万8,000m3

以来22年ぶりの710万m3台割れに。

住友林業が中小向けファンド

住友林業は2月5日、後継者難に悩む住宅関

連の中小企業に出資することで事業承継を支

援するファンドを設立すると発表。

吉野石膏千葉第3工場が本格稼働

総工費約100億円をかけた吉野石膏の千葉

◇

◇

◇

◇

昨年の新設住宅着

工戸数は1967（昭和

42）年以来40年ぶり

に110万戸を割り込

みました。今年１～

10月累計では4.2％

増で推移しておりま

すが2008（平成20）

年も余すところ１ヵ

月となりました。昨

年６月に施行された改正建築基準法の影響はようやくおさまりつつあり、着工は反動増が

続いている状況にありますが、景気は低迷、全般的な市況回復までには至っていません。

何はともあれ、１月からの主だった動きを極々大まかに拾い上げてみました。

第3工場が本格稼働。生産能力は年間6,000万

㎡で国内最大。

セイホクが岐阜で国産材合板事業

セイホクは岐阜県内の林業関係団体と協同

組合を設立し、国産材専用合板工場を建設。

平成22年度に工場稼働。年間250万～300万枚

の合板を生産。投資額は約65億円。

200年住宅法案、省エネ法改正案閣議決定

長期にわたって循環利用できる住宅の普及

を目指す「長期優良住宅の普及の促進に関す

る法律案」（200年住宅法案）が2月26日、エ

ネルギー消費量が大幅に増加している業務部

門、民生部門の規制強化を盛り込んだ「省エ

ネ法改正案」が3月4日閣議決定。

新設住宅着工

１月：前年同月比5.7％減の８万6,971戸。

２月：同5.0％減の８万2,962戸。

３月：同15.6％減の８万3,991戸。

◇

◇

◇

1～3月

法制度改革進んだ08年
求められた地球温暖化対策
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国内製材工場数８千割れ

農林水産省発表の平成19年素材需給による

国内の製材工場は8,000工場を割り込み7,905

工場に。

木材需給量国産材5.8％の増加。

平成19年の木材（用材）の総需給量（丸太

換算）は前年比5.1％の減の8,237万m3、国産

は同5.8％増の1,863万5,000m3。林野庁発表。

保険法人に住宅あんしん保証など指定

国土交通省は５月12日、住宅瑕疵担保履行

法に基づき保険を提供する保険法人に㈱住宅

あんしん保証と（財）住宅保証機構を指定。

全木連の新会長に並木氏

全国木材組合連合会は、任期満了に伴う役

員改選で並木瑛夫氏（千葉市）を選任。

住林フォレストサービスが製品事業継承

住友林業フォレストサービスは４月から、

親会社・住友林業の国産材製品販売事業を継

承、６月には本社（愛媛県）を東京に移転。

新設住宅着工

４月：前年同月比8.7％減の9万7,930戸。

５月：同6.5％減の9万804戸

６月：同16.7％減の10万929戸。

洞爺湖サミット開催

地球温暖化対策を中心議題とした洞爺湖サ

ミット（主要国首脳会議・Ｇ８）は７月７日

から９日まで北海道で開催。

超長期住宅先導的モデル事業で40件採択

国土交通省は７月７日、「超長期住宅先導

的モデル事業」の第１回応募総数603件の中

から40件を採択。

国交省が税制改正要望

今年12月末で期限切れの住宅ローン減税５

年間延長とともに、200年住宅や省エネ性能

の高い住宅などに対し、国土交通省が税制改

正要望。

ジャパン建材フェア売上げ452億円超◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

８月29～30の両日開催（東京ビッグサイト）

の第20回ジャパン建材フェアは２万1,300人

を動員、売上高は452億4,000万円。

ノダが来期から全量国産材合板へ

ノダは子会社石巻合板工業へのロシア産丸

太投入を削減し、来期から全量国産材合板

（一部外材利用）に切り替え発表。

住友林業が中国に合板工場

住友林業は中国に100％出資子会社を設立、

生産能力は年間６万4,000m3。来年８月稼働

の計画。

新設住宅着工

７月：前年同月比19.0％増の9万7,212戸。

８月：同53.6％増の9万6,905戸。

９月：同54.2％増の9万7,184戸。

国交省の平成21年度予算概算要求

国土交通省の平成21年度予算概算要求は住

宅政策として前年度比1.14倍の7,477億円。住

宅セーフティネットの充実、省資源・省ＣＯ2

対策、安全・安心の確保などが柱。

200年住宅法案衆院通過

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律

案」（200年住宅法案）が11月26日の衆院本会

議で一部修正のうえ可決。

11月の月例報告「景気先行きに警戒感」

「さらに、世界経済が一段と減速するなか

で、下押し圧力が急速に高まっている」と先

行きへの強い警戒感を示唆。政府の月例報告。

大建工業と伊藤忠商事がCHH工場買収

大建工業と伊藤忠商事はニュージーランド

のカーターホルツハーベイ（ＣＨＨ）のラン

ギオラＭＤＦ工場買収に基本合意、現地法人

ダイケンニュージーランドを来年２月設立。

月間生産能力は１万8,000m3。

住林がバイオマス発電会社設立へ

住友林業は住友共同電力、フルハシＥＰＯ

と共同で、建設廃材を使った燃料を使用する

火力発電所と燃料工場を川崎市に新設、2011

年から電力を販売すると発表。

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

◇

4～6月

7～9月

10～11月







10

ヨーロピアン・モビリティウィーク
＆カーフリーデー

戦後のモータリゼーションは大気汚染や
CO2排出などの環境問題だけでなく、郊外大
型店舗の開発を促進し中心市街地商店街が寂
れるという問題も引き起こしました。同じ問
題が日本に先立ち欧州では1960年代に起こ
っています。その対策としてＥＵ各国では
「クルマ」中心から「ひと」中心の交通シス
テムへと再整備が積極的に進められ、トラン
ジットモール※やトラムなどの施策で街なか
に賑わいを取り戻して来ました。

（※中心市街地から一般車両を制限し歩行者・自転
車に開放。バスや公共交通でアクセスできるように
した商店街)

中でも生活者の意識を変えるための興味深
いムーブメントとして「European Mobility
Week」があります。このイベント、2002年
からはＥＵのプロジェクトとして採用され、
今では世界2000都市以上が参加し市民が環
境と都市交通やまちづくりを考える機会にな
っています。
その期間中9月22日（前後）には「Car

Free Day」として1日、市街中心部でのマイ
カー利用を制限し自転車や公共交通の利用を
促進する社会実験イベントを開催していま
す。私は、「Car Free Day」（仏「Une
journee sans ma voiture‘マイカーの無い
日’」）発祥の地であるフランス西海岸の小さ
な港町La Rochelle市に、カーフリーデーと
その交通政策を取材に飛びました。

～循環型社会を目指して～

フランスの環境交通システムと街づくり

vol.9

LaRochelle市の‘マイカーの無い日’、市街中心への道路を封
鎖し迂回案内をする市民ボランティア。バスなど公共交通が来
たらゲートを開ける。

‘Yellow Bike’レンタル自転車をLaRochelle市が始めたのは
1976年、3時間まで利用無料。太陽光発電で稼動する新型の
自動レンタルステーション。
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8万人都市La Rochelleの挑戦

フランス西部、大西洋に面した小さな港町
ラ・ロッシェル市は、環境モビリティ政策の
先進モデルとして仏全土のみならず世界から
注目される都市。（1971年から亡くなるまで
28年間市長を務めたミシェル・クレポー氏
は1981年にフランス初の環境大臣になった
人物）
近年パリなどヨーロッパ中で整備されるよ
うになったレンタル自転車による交通システ
ムも、ラ・ロッシェルでは32年前に導入さ
れ‘黄色い自転車’として街のアイコンにな
っています。現在は電気自動車の先進都市と
しても名を上げて、市の業務用車両やPark＆
Ride用シャトルバスなど200台以上の電気自
動車が走っています。自動レンタルシステム
のレンタカーも電気自動車（写真、LISELEC
という愛称）。
このような環境重視の公共交通を整備しな
がら、カーフリーデー‘マイカーの無い日’
を1997年から実施。市民に車を使わずに生
活する事で得られる“騒音の無い・空気がき
れい”な街を実感してもらう社会実験を続け
ています。バスなど公共交通と電気自動車だ
けしか中心市街に入れない一日。当初、不安
を募らせていた市民も今では「誇りに思う」

と言えるほど成果が現れているようでした。
住みたい街としても人気が高まり、パリはじ
め他市からの流入で人口増に転じています
（80年代には7.2万人にまで減り続けてい
た）。
目抜き通りを走る自転車や賑わう商店やレ

ストランを眺めながら、30年前から環境交
通システムに着目し邁進してきたLa Rochelle
市に感動するだけでなく、日本でも取り入れ
るべきアイデアを得ることができた取材訪問
でした。

地球環境から住宅供給を考える

時速40㎞で通り過ぎる街と時速4㎞で歩い
て眺める街の景色や香りは全く違うものにな
り、「街を綺麗にしたい、大切にしたい」と
思う気持ちが育まれるものです。道々でコミ
ュニケーションが生まれ、街で活気と安心が
得られる。そんな街づくりが理想だと私は思
っています。
住宅地・マンション開発も意志を持って、

【CO2削減・地球環境に配慮→車の利用を減
らす→カーシェアリング･レンタカー・自転
車を推進→住宅地・マンション単位で採用→
駐車場分を住宅スペースに活用】と環境配
慮＋付加価値サービスのある分譲住宅を企画
してみてはいかがでしょう。

左：LaRochelleでは電気自
動車の自動レンタルシステム
「LISELEC」が市内に７ステ
ーション55台稼動中。

右：Parisのレンタル自転車
「Velib（ベリブ）」でカーフ
リーになっているセーヌ川沿
いの車道を走る人々。
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国土交通省が発表した平成20年10月の新設

住宅着工戸数（上表参照）は、昨年６月施行

の改正建築基準法の影響を主因に落ち込んだ

反動増で前年同月比19.8％増の９万2,123戸と

なった。

前年同月実績を上回るのは４ヵ月連続とな

ったが、マンションの着工件数は平成14年～

18年までの過去５年間の10月実績の平均を下

回っている。

持ち家は前年同月比4.3％減の２万6,533戸

で４ヵ月ぶりの減少で、首都圏は同9.2％増

となったものの、中部圏は同7.3％減、近畿

圏が同3.9％減、その他地域も同8.6％減とな

り、10月としては昭和40年の調査開始以来、

最低の水準となった。

貸家は同35.4％増の4万2,940戸、分譲住宅

は同28.9％増の2万1,963戸でともに４ヵ月連

続で増加、分譲住宅のうちマンションは同

96.3％増の１万2,889戸と大幅に増加したが、

平成14年～18年の10月の５ヵ年平均（２万

1,119戸）では39.0％減となっている。

木造は同5.2％減の4万3,545戸で４ヵ月ぶり

の減少。工法別ではプレハブが同10.9％増の

１万4,529戸で４ヵ月連続増、２×４は同

0.1％増の9,729戸で７ヵ月連続増。

前年の反動増で19 . 8％増
10月の新設住宅着工

平成20年10月の新設住宅着工

プレハブ新設住宅：構造別、利用関係別戸数

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅：利用関係別戸数

新 設 住 宅 計
建　築
主　別

公 共
民 間
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅
民 間 資 金
公 的 資 金
公 営 住 宅
公 庫 融 資 住 宅
都市再生機構建設住宅
そ の 他 の 住 宅
木 造
非 木 造
鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造
コンクリートブロック造
そ の 他

92,123
2,089
90,034
26,533
42,940
687

21,963
82,853
9,270
1,491
3,394
405
3,980
43,545
48,578
1,753
26,303
20,354
48
120

△ 5.2
7.3

△15.5
△13.0
13.1

△68.0
△17.3
△15.6
△11.7
13.6

△18.0
202.2
△17.4
△14.2
△16.1
13.3

△17.1
11.6

△23.8
△13.7

19.8
191.8
18.1
△ 4.3
35.4
51.7
28.9
18.3
34.3
157.1
43.0
―
0.8

△ 5.2
56.8
192.2
72.5
35.4
65.5
44.6

対前年同月比
（％）

千㎡戸
対前月比
（％）

7,475
145
7,330
3,440
1,982
46

2,007
6,695
779
104
280
27
368
4,259
3,215
98

1,798
1,308
3
8

△ 9.8
21.4

△10.2
△12.9
15.3

△60.2
△19.7
△10.7
△01.4
38.3

△08.2
154.7
△07.9
△08.4
△11.5
△ 5.7
△20.4
4.0

△18.8
△21.4

9.9
204.0
8.5

△ 4.9
35.8
23.0
18.9
8.7
21.1
172.5
28.2
―

△ 4.8
△ 6.3
42.5
100.7
64.9
18.2
34.4
△ 8.6

対前月比
（％）

対前年同月比
（％）

利　用
関係別

資金別

構造別

△は減

国土交通省「建築着工統計」

戸　　　　　　　　　数 床 面 積 の 合 計

構　　造　　別
合 計
木 造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造

戸
14,529
1,359
368

12,802

対前年同月比（％）
10.9
△14.3
△02.1
14.9

利 用 関 係 別
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅

戸
4,839
9,195
65
430

対前年同月比（％）
△03.5
23.4
828.6
△31.5

利 用 関 係 別

木 造

合 計

戸
9,729

対前年
同月比

％
0.1

持 家

戸
2,440

対前年
同月比

％
△ 5.6

貸 家

戸
5,973

対前年
同月比

％
7.7

給与住宅

戸
6

対前年
同月比

％
△14.3

分譲住宅

戸
1,310

対前年
同月比

％
△ 17.2
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